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海外情報

EU離脱後の英国における
畜産関連農業政策などの動向

調査情報部

１　はじめに

英国はEU加盟時から持続可能性やアニマ

ルウェルフェア（AW）の向上に積極的に取

り組んできた国の一つである。2020年１月

のEU離脱（Brexit）後、独自の農業政策へ

の切り替えを進めているが、新たな農業政策

においても持続可能性に重点が置かれてい

る。持続可能な農畜産業への取り組み事例と

して、わが国の畜産関係者にとっても関心が

高いと考えられる。

本稿では、EU離脱後の英国牛肉・豚肉需

給の状況を概観しつつ、輸出促進を支える課

徴金制度、生産者を支援する農業政策につい

て、最近の動向を報告する。

なお、本文中の為替相場は、三菱UFJリ

サーチ＆コンサルティング株式会社「月末・

月中平均の為替相場」2024年８月末TTS相

場の１ポンド＝194.70円を使用した。

　英国は、牛肉および豚肉の純輸入国であるが、特定の部位に需要が偏在しているため、国
内需要の少ない部位の輸出が生産者の収益最大化の面で重要となっている。輸出促進は、生
産者などの販売収入の一部から徴収する課徴金制度によって実施されている。
　また、生産面を支援する農業政策については、英国（イングランド）はEU離脱以降、持
続可能性に重点をおいた制度への移行を図っている。2028年までに直接支払制度を段階的
に縮小・廃止する代替として持続可能的な取り組みを行った場合の奨励金制度を拡充すると
いう野心的なものとなっている。

【要約】

（１）生産動向

ア　飼養頭数の推移

英国は国土面積の約７割を農用地が占め、

欧州の中でも農用地比率が高い国の一つであ

る（ＥＵの平均農用地比率は４割）。

肉用牛と肉豚の飼養分布を図１に示す。肉

用牛は山地を活用するために英国南西部など

が主要な生産地となっている。一方、肉豚は

飼料となる穀物生産の盛んな平野部を中心と

した地域が主な生産地となっており、中でも

東部の海岸部で多く飼養されている。

２　英国の食肉需給状況
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牛の飼養頭数（乳用牛と肉用牛の合計）は、

2023年６月１日時点で956万頭（前年比

0.8％減）とわずかに減少した（図２）。近

年は、生産者の高齢化などから16年に1003

万頭を記録して以降は減少傾向で推移してい

る。一般的な肉牛生産は、春期から秋期まで

は放牧で冬期は舎飼いという形態である。グ

レインフェッドの場合は、肥育の仕上げ期に

飼料穀物が給与される。

豚の飼養頭数は、23年６月１日時点で

468万頭（同10.3％減）とかなりの程度減

少した（図３）。この減少の要因は、21年か

ら22年にかけての養豚の収益性低下である。

世界的なインフレ圧力に伴う飼料費や労働

費、金利などの生産コスト上昇の影響を大き

く受け、図４に示す通り肉豚１頭当たり利益
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図３　豚飼養頭数の推移

資料：DEFRA
　注：各年６月１日時点の数値。
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図２　牛飼養頭数の推移

資料：英国環境・食糧・農村地域省（DEFRA）
注１：雌牛には乳用牛を含む。
注２：各年６月１日時点の数値。

肉用牛 肉豚

図１　肉用牛と肉豚の飼養分布図

資料：英国動植物衛生庁
　注：北アイルランドは除く。
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2019年 20年 21年 22年 23年
生産量 917.1 936.7 909.5 926.4 903.8 
輸出量 167.1 147.7 131.7 153.5 132.0 
輸入量 317.2 307.1 321.5 297.4 288.2 
推定出回り量 1,067.2 1,096.1 1,099.3 1,070.3 1,060.0 

表１　英国の牛肉需給
（単位：千トン）

資料：英国統計局
注１：数値は枝肉重量ベース。
注２：仔牛肉を含む。
注３：輸出量には生体輸出を含む。
注４：推定出回り量は生産量＋輸入量－輸出量で算出。

2019年 20年 21年 22年 23年
生産量 919.2 944.1 995.1 1,000.7 886.1 
輸出量 275.9 284.9 211.1 216.9 157.5 
輸入量 757.5 666.1 623.8 659.1 653.6 
推定出回り量 1,400.8 1,325.3 1,407.8 1,442.9 1,382.2 

表２　英国の豚肉需給
（単位：千トン）

資料：英国統計局
注１：数値は枝肉重量ベース。
注２：推定出回り量は生産量＋輸入量－輸出量で算出。

額は、20年第４四半期（９～ 12月）から

23年第１四半期まで赤字となり、特に22年

第１四半期には肉豚１頭当たり58ポンド

（１万1293円）の赤字を記録した。このため、

経営難による離農などで母豚が淘
とうた

汰され、繁

殖用雌豚頭数は22年６月時点で34万3000

頭（同13.9 ％ 減）、翌23年 ６月は33万

8000頭（同1.5％減）と減少傾向で推移した。

なお、23年第２四半期以降は、肉豚１頭

当たり利益額は黒字に転じている。これは飼

料費などの下落や販売価格の上昇によるもの

である。

イ　食肉生産量の推移

2023年の牛肉生産量は、90万3800トン

（前年比2.4％減）とわずかに減少した（表１）。

これは、繁殖雌牛頭数が減少傾向で推移して

いることに加え、23年10月から６カ月間の

降雨量が過去10年平均を約60％上回るなど

記録的なものとなり、牧草の生育状況に影響

が生じたためである。

23年の豚肉生産量は、前述の通り養豚の

収益性が悪化による母豚頭数の減少から88

万6100トン（同11.5％減）とかなり大き

く減少した（表２）。

（２）食肉の消費動向

食肉消費量の目安となる2023年の推定出

回り量を見ると、牛肉は106万トン（前年

比1.0％減）、豚肉は138万2200トン（同

4.2％減）といずれも減少した。関係者によ

れば、物価上昇の影響により、牛肉や豚肉から-60
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図４　肉豚１頭当たり利益額の推移

資料：英国農業・園芸開発委員会（AHDB）
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より安価な鶏肉への切り替えが進んでいるこ

とが理由とされる。

小売店の消費者購買動向（24年７月７日

以前の１年間）を見ると、牛肉購入量は前年

同期比0.4％減、豚肉は同2.2％減といずれ

も減少した（表３）。これは、同期間の平均

価格が牛肉が同6.7％高、豚肉が同1.8％高

となったことによるとみられる。

また、英国の牛肉消費の特徴の一つとして、

特定の部位への需要が高いことが挙げられる。

スーパーマーケットでの牛肉の販売状況を見

ると、（１）ステーキ用のロインやランプ（２）

ローストビーフ用のモモ（３）赤身含有率に

応じたひき肉（料理に応じてひき肉を選ぶた

め）―が主であり、その他部位は、ミートボー

ルやハンバーガー用のパテなどに用いられる

以外はあまり活用されているとは言い難い

（図５）。こうした状況から、英国では国内需

要が少ない部位の輸出促進が重要とされてい

る。

支出額 購入量 平均価格
前年同期比 前年同期比 価格 前年同期比

牛肉 6.3% ▲0.4% 8.70ポンド/kg 6.7%
豚肉 ▲0.5% ▲2.2% 7.32ポンド/kg 1.8%

表３　牛肉および豚肉の小売店での販売動向

資料：AHDB
　注：数値は2024年７月７日以前の１年間の数値を集計したもの。

ステーキカット

ひき肉

ミートボール、

バーガー用パテ

ローストビーフ用モモ

図５　スーパーマーケットの牛肉販売の様子（2024年８月にロンドン市内小売店で撮影）

資料：筆者作成
注１：その他の商品は、仔牛肉、加工品（ミートプディングなど）。
注２：味付け肉、ソーセージなどは別の棚に陳列。
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（１）輸出の重要性

英国は、牛肉と豚肉の純輸入国であるが、

牛肉は生産量の約15％、豚肉は同約20％を

輸出している。これは、特定の部位に対する

需要の偏在を反映したものとなっている。

牛肉では特にロインやランプなどのステー

キ用部位の国内需要が高く、これらは国産だ

けでは賄えないことで輸入が必要となってい

る（図６）。同時に国内で需要が少ない部位、

内臓肉などは輸出に仕向けられ、生産者の

収益性の最大化が図られている。

豚肉の輸入先は主にEUであり、英国内で

のベーコン、ハム、ソーセージ、パテなどの

原料となる。一方、内臓肉などは英国内での

需要がほとんどなく価値が低いため、こうし

た部位の輸出先を確保することは、養豚業の

収益確保のために重要とされている（図７）。

英国の輸出促進には、生産者などから課徴

金を徴収して活用する、いわゆるチェックオ

フ制度が利用されている。チェックオフ制度

は米国、豪州、ニュージーランドなどでも

３　課徴金（チェックオフ）制度の概要

図６　英国の牛肉輸出入の主な部位

資料：The International Meat Trade Association

図７　英国の豚肉輸出入の主な部位

資料：The International Meat Trade Association
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実施されており、生産者などの販売収入の一

部を課徴金として徴収し、研究開発や国内・

輸出向けの市場開拓・需要促進など、当該産

業の活性化のために活用する制度である。市

場開拓や需要促進は個別商品のPRではなく、

「USビーフ（米国）」「オージービーフ（豪州）」

のように国全体のブランド価値を高めるPR

活動に利用される。

英国で課徴金を徴収して活用するのは英国

農業・園芸開発委員会（AHDB）である。

AHDBは、英国の法律に基づき牛・羊、豚、

酪農、穀物・油糧種子の４部門の生産者およ

び食肉処理業者などから徴収する課徴金を原

資に活動している。次項では、英国の畜産業

を輸出促進やプロモーションなどの面で支え

るチェックオフ制度について概説する。

（２）課徴金単価

生産者などから徴収する課徴金の単価は、

表４の通りである。「牛・羊」および「穀物・

油糧種子」は2011年、「豚」は1996年、「生

乳」は20年以上前から課徴金単価が据え置

かれていたが、物価上昇の影響などを背景に

24年４月にそれぞれ20～ 33％引き上げら

れた。これにより、生産者が負担する額は、

牛が１頭当たり5.06ポンド（985円）、豚が

同1.02ポンド（199円）である。

24年６月時点の生産者販売収入に対する

課徴金の割合を試算すると、牛については、

同時期の去勢牛の平均枝肉重量が約360キロ

グラム、枝肉価格が１キログラム当たり4.8

ポンドであったことから、約0.3％となる。

（単位） 2023年度以前 
①

24年度以降
②

引上げ率
②/①

牛・羊
牛（子牛を除く）

生産者 （ポンド/頭） 4.05 （789円） 5.06 （985円） 24.9%
と畜業者／生体輸出業者 （ポンド/頭） 1.35 （263円） 1.69 （329円） 25.2%

子牛
生産者 （ポンド/頭） 0.08 （16円） 0.10 （19円） 25.0%
と畜業者／生体輸出業者 （ポンド/頭） 0.08 （16円） 0.10 （19円） 25.0%

羊
生産者 （ポンド/頭） 0.60 （117円） 0.75 （146円） 25.0%
と畜業者／生体輸出業者 （ポンド/頭） 0.20 （39円） 0.25 （49円） 25.0%

豚
生産者 （ポンド/頭） 0.85 （165円） 1.02 （199円） 20.0%
と畜業者／生体輸出業者 （ポンド/頭） 0.20 （39円） 0.24 （47円） 20.0%

生乳
生産者 （ペンス/リットル） 0.06 （0.12円） 0.08 （0.16円） 33.3%

穀物・油糧種子
穀物

生産者 （ペンス/トン） 46.00 （90円） 58.00 （113円） 26.1%
購入業者 （ペンス/トン） 3.80 （7円） 4.80 （9円） 26.3%
加工業者（食用/工業用） （ペンス/トン） 9.50 （18円） 12.00 （23円） 26.3%
加工業者（飼料） （ペンス/トン） 4.60 （9円） 5.80 （11円） 26.1%

油糧種子 （ペンス/トン） 75.00 （146円） 94.00 （183円） 25.3%

表４　英国の畜種別課徴金単価

資料：AHDB
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同様に豚では、同時期の平均枝肉重量が90

キログラム、枝肉価格が同2.1ポンドであっ

たことから、約0.5％となる。

（３）課徴金収入の使用用途と評価

2023/24年度（４月～翌３月）のAHDB

の課徴金収入総額は4358万ポンド（84億

8503万円）であり、前年度から120万ポン

ド（２億3364万円）減少した。これは、主

に牛肉・羊肉、豚肉、穀物・油糧種子部門の

生産量減少によるものである。この課徴金を

原資にAHDBは、品目ごとに輸出促進を含

む以下の業務を実施している。

ア　�研究開発・知識交換業務：応用研究や

技術などの研究への投資。

イ　�取引促進業務：小売業や外食産業と協

力し、マーケティング、プロモーショ

ン、商品開発を通じてビジネスの活性

化を支援。

ウ　�輸出促進業務：国際見本市への出展や

他国バイヤー招
しょうへい

聘事業などの実施。

エ　�市場戦略業務：価格・消費動向に関す

る情報収集・提供、需給に関する見通

しの作成・提供。

品目ごとの支出額を見ると、穀物・油糧種

子部門では、総支出額1181万ポンド（22

億9941万円）のうち、研究開発・知識交換

に全体の２分の１以上となる628万ポンド

（12億2272万円）が投入された（表５）。

一方、肉牛・羊および養豚部門では、輸出促

進および取引促進の消費拡大に資する取り組

みに対し、それぞれの総支出額の約２分の１

の額が投入された。肉牛・羊部門では、総支

出額1686万ポンド（32億8264万円）のう

ち818万ポンド（15億9265万円）、養豚部

門では同916万ポンド（17億8345万円）

のうち405万ポンド（７億8854万円）であ

る。これは、前述の通り英国の畜産業にとっ

て輸出先の確保が、生産者収益を最大化する

ための非常に重要となるためである。また、

欧州では、近年、持続可能性への関心の高ま

りを背景に、一般消費者に対する畜産物生産

への理解醸成が課題の一つとなっている。そ

のため、健康的でバランスの取れた食事にお

ける畜産物の重要性や、畜産部門における持

続可能な取り組みをPRするための教育・広

報活動に重点が置かれている。

こうしたAHDBの取り組みに対し、課徴金

支払者からの満足度は表６の通りである。

部門
合計

肉牛・羊 養豚 酪農 穀物・油糧種子

収入
賦課金 14,373 8,097 7,449 11,069 40,988 
その他 827 724 859 183 2,593 
収入計 15,200 8,821 8,308 11,252 43,581 

支出

研究開発・知識交換 3,075 1,558 3,006 6,277 13,916 
取引促進 4,644 2,770 1,198 152 8,764 
輸出促進 3,540 1,277 714 38 5,569 
市場戦略 1,348 974 833 1,232 4,387 
賦課金支払者への情報提供 1,485 1,485 1,485 1,485 5,940 
その他 2,768 2,582 2,518 4,108 11,976 
支出計 16,860 9,161 8,269 11,807 46,097 

表５　AHDBの部門別収入および支出（2023年４月～24年３月）
（単位：千ポンド）

資料：AHDB「Annual Report and Accounts 2023/2024」より筆者作成
　注：支出のその他には、財務、情報システム等の管理部門費用を含む。
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2023年に実施された最新の満足度評価で

は、10段階評価（10が最も高い）でおおむ

ね５～６となっている。15年には４～５の

評価となっていたことを考慮すると、近年は

課徴金支払者からの満足度は向上していると

言える。ただし、17年に作成した19年まで

に満足度調査で７を得るという目標は未達と

なっている。

（１）EUの共通農業政策から英国独自の
農業政策へ

EU離脱前の英国の農業政策は、EU全体の

共通農業政策（CAP：Common Agricultural 

Policy）の中で実施されてきた。CAPは、

食料の安定供給、農業者の所得補償、環境保

全農村振興などを目的とするEU域内共通の

総合的農業政策であり、直接支払制度などの

所得・価格政策（第１の柱）と農村振興政策

（第２の柱）で構成されている。

英国環境・食糧・農村地域省（DEFRA）

は2020年11月、イングランド（注）のEU離

脱後の新たな農業政策として「農業移行計画：

持続可能な農業への道」を公表した。この農

業移行計画では、それまでのCAP下で行わ

れてきた面積に応じた直接支払制度は、大規

模農家に資金が集中し、また、農地価格を押

し上げる要因の一つであって、農家にとって

不公平な制度であったとした。そのため、

21年から27年までを移行期間として直接支

払制度を段階的に縮小・廃止し、その代替と

して生産性、技術革新、環境的な土地管理に

資金を投入するとした。これにより、食料安

全保障を図りつつ、農業部門が持続可能性を

有した状態で活性化することを目標に掲げて

いる。

この移行計画実施後の政府による農業支

援額の推移は図８の通りである。21年以降

の支援額は減少しており、22年は前年比

10.2％減の29億6900万ポンド（5781億

円）、23年は同0.6％減の29億5300万ポ

ンド（5749億円）である。内訳を見ると、

最大の支出先である直接支払の交付額は、

４　EU離脱後の農業政策の状況

部門 2015年 20年 21年 23年
肉牛・羊 4.7 5.5 5.5 5.8 

養豚 5.4 5.9 5.9 5.2 
酪農 3.9 5.1 5.2 5.4 

穀物・油糧種子 5.3 5.7 6.0 6.0 

表６　課徴金支払者のAHDBに対する満足度（10段階評価）の推移

資料：AHDB年次報告書より筆者作成
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前述の計画に沿って減少しており、21年の

28億2500万ポンド（5500億円）から23

年には20億5000万ポンド（3991億円）と

約８億ポンド減少した。一方、持続可能な取

り組みを行った場合に交付される奨励金な

どの農業環境スキーム関連の支払いは、21

年の３億6200万ポンド（705億円）から

23年には６億6600万ポンド（1297億円）

と増加し、直接支払い減少分の一部を補って

いる。

次項以降、英国農業政策の根幹部分となる

直接支払制度と農業環境関連制度の内容につ

いて概説する。

（注）英国は、イングランド、ウェールズ、スコットランド、北
アイルランドから構成される連合王国であり、農業に係る権限は
各構成国にある。そのため、以下で記載する直接支払制度や環境
土地管理制度（ELMS）などの農業関連スキームについては、現
在のところイングランドのみに適用されることに留意いただきた
い。

（２）直接支払制度の概要

EU離脱後の2021年から23年までの直接

支払制度は、基礎的支払制度（BPS：Basic 

Payment Scheme）として実施され、農家

の所有する土地の面積に応じて補助金が交付

されてきた。対象となる農地は、永年草地、

耕作地、永年作物地である。畜産物生産では、

放牧地が永年草地、小麦や飼料用作物の生産

は耕作地に該当する。

交付金単価は表７の通り20年から23年ま

でほぼ据え置かれており、その額は条件不利

地域（SDA：Severely Disadvantaged 

Area）以外は１ヘクタール当たり233.3ポ

ンド（４万5424円）である。

また、若手農家（初めてBPSの申請をす

る時点で18歳以上40歳以下である農家な

ど）または新規就農者（13年以降に農業を

開始し、申請時点で18歳以上である農家など）

に対するプレミアもあり、90ヘクタールを

上限に、BPSにおける平均受給単価の

17.5％が上乗せされる。

2020年 21 ～ 23年
SDA以外 233.216 233.30

その他のSDA 231.598 231.60
湿原SDA 63.950 64.00

表７　BPSの交付金単価
（単位：ポンド/受給単位（ha））

資料：農村地域支払機関（Rural Payment Agency）
　注：受給資格単位は、１単位＝１ヘクタール。

24年から27年までは、BPSに替わりデリ

ンク支払い（Delinked payments）が導入

される。BPSからの変更点は次の通りであ

る。

・�23年にBPSの受給資格があれば、24年

以降の申請手続きなどは不要。

・�交付金額は、21年から23年までのBPS

交付額（若手農家へのプレミアを含む）

の平均額。

すなわち、農家の申請業務などの事務負担

が軽減される一方、新規の土地取得など従来

の直接支払制度であれば増額要因となったも

のが考慮されなくなる。

直接支払制度を段階的に縮小・廃止すると

いう政府方針に基づき、21年以降は表８の

通り年ごとに定められた割合で交付額が累進

方式で減額される。21年から24年までの減

額率を見ると、年ごとに大きくなっており、

24年は３万ポンド（584万1000円）までは

交付額の50％、３万ポンドから５万ポンド

（937万5000円）未満は55％、５万ポンド

から15万ポンド（2920万5000円）未満は

65％、15万ポンド以上は70％がそれぞれ

削減される。
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関係者の間では、27年が直接支払制度の

最終年となることから、25年以降はさらに

減額率は大きくなるとの見方が一般的であ

る。この減額率は、前述した若手農家向けの

プレミアにも適用される。実交付額の計算方

法の例は以下の通りである。

【実交付額の計算方法例】

2023年のBPSにおいて４万ポンド（778万

8000円）が交付額となった場合、３万ポン

ドには35％の減額が適用され（１万500ポ

ンド（204万4350円）の減額）、次の１万

ポンドには40％の減額が適用される（4000

ポンド（77万8800円）の減額）。総額とし

て１万4500ポンド（282万3150円）が減

額され、実交付額は２万5500ポンド（496

万4850円）となる。

（３）環境土地管理制度（ELMS）の概要

直接支払制度であるBPSが段階的に縮小・

廃止されることに伴い、新たに環境土地管理

制度（ELMS：Environmenta l Land 

Management scheme）が導入された。こ

れは英国の25カ年環境計画（25 Year 

Environment Plan）と2050年までの排出

量ネットゼロ公約の達成を目指しつつ、農村

経済を支援することを意図した政策である。

農家が環境保護の取り組みを行った場合に奨

励金が交付されるもので、以下の三つの制度

からなる。

・�持続可能的農業奨励金制度

　（SFI：Sustainable Farming Incentive）

・農村管理制度（CS：Country Stewardship）

・�景観回復制度（LR：Landscape Recovery）

ここでは、ELMSの中心となるSFIおよび

CSについて概説する。

ア　SFI（持続可能な農業奨励金制度）の概要

SFIの対象となるのは耕作地（飼料用作物

の作付地を含む）、永年作物地、永年牧草地

および湿原など（moorland）であり、申請

は任意となる。持続可能な農業生産のための

取り組みメニューが用意され、取り組んだ場

合に、メニューごとに設定された奨励金が交

付される。

2021年末から試行的に実施され、23年

からは、23のメニューが設定された。その

内容と奨励金単価は表９の通りである。SFI

に取り組む場合、表９に従う奨励金の交付の

ほか初年度は１ヘクタール当たり年間40ポン

ドが50ヘクタールを上限に追加で交付され、

すなわち、最大2000ポンド（38万9400円）

受給額
Basic Payment Scheme Delinked Payments

2021年 22年 23年 24年 25 ～ 27年
３万ポンド未満 5% 20% 35% 50% 未公表

３～５万ポンド未満 10% 25% 40% 55% 未公表
５～ 15万ポンド未満 20% 35% 50% 65% 未公表

15万ポンド以上 25% 40% 55% 70% 未公表

（参考）交付額が４万ポンドの場合の実交付額
▲は減額の額

37,500 31,500 25,500 19,500 
−

▲ 2,500 ▲ 8,500 ▲ 14,500 ▲ 20,500

表８　直接支払いの削減率

資料：DEFRA公表資料等から筆者作成
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が交付される。２年目と３年目は同20ポン

ドに減額され、年間最大1000ポンド（19

万4700円）が交付される。

DEFRAは、これらの取り組みは環境に好

影響を与えるだけではなく、土地の生産性

向上にも寄与するとしている。例として、

（１）健全な土壌のための取り組みにより、

土壌中の炭素固定や土中の生物多様性を維持

しつつ、肥
ひよく

沃度の改善など生産性向上も図る

ことが可能（２）生垣のための取り組みによ

り、景観の維持・強化、昆虫や鳥類に対する

営巣地や生息地の提供などといった持続可能

な面での貢献だけではなく、家畜や農作物へ

の防風の役割、総合的病害虫・雑草管理（IPM）

といった生産性向上にも寄与するーなどを挙

げている（写真１～３）。

また、同一の土地で複数の取り組みを実施

することも可能である。

取り組み内容 年間支払額
健全な土壌		

土壌の評価、土壌有機物の検査、土壌管理計画の作成 ６ポンド/ha＋97ポンド
多種類の冬期被覆作物 129ポンド/ha
牧草、ハーブ、マメ科植物の混合草地（Herbal leys） 382ポンド/ha

湿原など（moorland）
湿原の評価、記録書の作成 10.6ポンド/ha＋272ポンド

生垣
生垣の状態の評価と記録 ５ポンド/100ｍ（片側）
生垣の管理 13ポンド/100ｍ（片側）
生垣の樹木の維持または設置 10ポンド/100ｍ（両側）

総合的病害虫管理
総合的有害生物管理の評価、計画の作成 1,129ポンド
花の豊富な植物による縁辺、ブロックまたは圃場内細路 798ポンド/ha
耕作地および園芸地での共生作物 55ポンド/ha
耕作地および永年作物地での殺虫剤不使用 45ポンド/ha

土壌栄養分管理
養分管理の評価、レビュー報告書の作成 652ポンド
改良草地でのマメ科植物栽培 102ポンド/ha
マメ科植物による休耕 593ポンド/ha

耕作地および園芸地における（農用地に生息する）野生生物
花粉および蜜源となる花の植栽 739ポンド/ha
耕作地および園芸地における冬鳥の餌（となる植物の栽培） 853ポンド/ha
ほ場の角を草の生い茂ったままの状態とすること 590ポンド/ha

改良草地における（農用地に生息する）野生生物
改良草地の角を自然の状態のままとすること 333ポンド/ha
耕作地および園芸地における冬鳥の餌（となる植物の栽培） 515ポンド/ha

緩衝帯
耕作地および園芸地における4 ～ 12mの草地緩衝帯 515ポンド/ha
改良草地における4 ～ 12mの草地緩衝帯 235ポンド/ha

生産資材投入量の少ない草地
養分投入の少ない草地管理（条件不利地域外） 151ポンド/ha
養分投入の少ない草地管理（条件不利地域） 151ポンド/ha

表９　2023年におけるSFIの取り組み内容と単価

資料：DEFRA
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24年からは制度が拡充され、同年８月現

在では制度対象となるメニューの数が23か

ら102に増加した（表10）。追加された内訳

は、後述するCSに従来からあった57のメ

ニューのほか、新たに精密農業、森林農業な

どに関する23のメニューである（表９中の

「生産資材投入量の少ない草地」の２メニュー

は１つに統合された）。一方、「花粉および蜜

源となる花の植栽」など10の取り組みにつ

いては、総面積の25％までとする上限が設

けられた。政府は、SFIの運用や内容を検討

写真１　放牧地における生垣の取り組みの例
SFIの取組対象として、設置長に応じた

奨励金が交付される。

写真２　生垣の様子（拡大図）
ベリーなど多様な植物が混在し、

昆虫や鳥類に対する生息地を提供。

写真３　クローバーなどマメ科植物が
栽培された混合草地（Herbal leys）の様子

SFIの取り組みとして実施。

取り組み内容 年間支払額
健全な土壌

不耕起栽培など（４取り組み） 73 ～ 203ポンド/ha
湿原など（moorland）

湿原における家畜放牧数の制限など（10取り組み） ７～ 66ポンド/ha
垣根維持

ドライストーンウォール（セメント等を使用しない石壁）の維持など（２取り組み） 27ポンド/100ｍ（両側）など
耕作地および園芸地における（農用地に生息する）野生生物

穀物耕作地における収穫しないための枕地残置など（12取り組み） 58 ～ 1,072ポンド/haなど
改良草地における（農用地に生息する）野生生物

鳥類のための粗放放牧の管理など（８取り組み） 28 ～ 646ポンド/ha
緩衝帯

耕作地における12 ～ 24ｍの水路緩衝帯など（６取り組み） 295 ～ 742ポンド/ha
アグロフォレストリー

畑地内での超低密度アグロフォレストリーの維持など（２取り組み） 248 ～ 385ポンド/ha
伝統的施設

耐候性に優れた伝統的な農場・林業用建物の維持管理など（５取り組み） ５ポンド/㎡など
有機農業

改良永年牧草地における有機転換など（14取り組み） 20 ～ 1,920ポンド/ha
精密農業

カメラまたはリモートセンサーを使用した除草剤散布など（４取り組み） 27 ～ 150ポンド/ha
種の回復と管理

放牧地での在来種の維持など（４取り組み） ７～ 146ポンド/ha
水域

秋期から冬期まで集約的草地における家畜の除去など（９取り組み） 115 ～ 765ポンド/haなど

表10　2024年から追加された取り組み内容（24年７月現在）

資料：DEFRA
　注：赤字が新たに追加されたもの
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しており、24年中に取り組みの追加や運用

の変更などが予定されている。

SFIでは、家畜飼養者に対して、獣医師に

よる健康・AWの状況確認に対しても補助が

受けられる。具体的には、肉用牛および乳用

牛は11頭以上、豚は51頭以上、羊は21頭

以上を飼養している農家に対し、家畜の健康

と福祉向上や生産性向上のためのアドバイス、

ウイルス性下痢などの疾病の検査、その後の

フォローアップなどである。また、これらは

前述したSFIのメニューを実施していない場合

でも対象となる。単価は表11の通りである。

イ　CS（農村管理制度）の概要

CSは、環境を保護・改善するためにインセ

ンティブを与えるものであり、SFIの実施前か

ら行われている。対象となるのは、（１）生

物多様性の向上（２）野生生物の生息地の改

善（３）森林の拡大（４）水質改善（５）大

気の質の改善（６）洪水防止―につながる取

り組みである。

2024年８月末時点で265のメニューがあ

り、一部はSFIとほぼ同内容、同単価となっ

ている。23年からは、物価上昇などを理由

に平均10％ほど単価が引き上げられた。中

には「種の豊富な草地管理」のように、23

年から１ヘクタール当たり182ポンド（３万

5435円）から同646ポンド（12万5776円）

に単価が大幅に引き上げられたものもある。

今後はSFIとの統合が検討されながら運用さ

れていくことになっている。

（４）生産者の収益性への影響

ア　DEFRAの見解

DEFRAによれば、2024年５月21日現在

で英国農家の約４分の１に相当する２万

2000件のSFIの申請が受理されている。ま

た、DEFRA担当大臣は同年５月に開催され

た英国議会の中で、SFIに参加した農家は、

平均で１ヘクタール当たり147ポンド、デ

リンク支払いから同115ポンドの計同262

ポンド（５万1011円）を受け取っており、

BPS下での同233ポンドを上回る金額を受

け取ることができると述べている。

イ　畜産農家の収益性に対する影響

ここでは、農業政策の見直しによる畜産農

家の収益性に対する影響について紹介する。

2022/23年度（３月～翌２月）の牛・羊な

どを低地（Lowland）で飼養する牧畜農家の

平均経営収入は、４万3200ポンド（841万円）

であった。内訳を見ると、家畜の生産・販売

などの農業収入は8700ポンド（169万円）

の赤字である。これを直接支払による収入

１万3800ポンド（269万円）、CSなどの環

境関連スキームによる収入6600ポンド（129

万円）が補った形となっている。また、養豚

経営では、農業収入5900ポンド（115万円）

家畜の健康・動物福祉 風土病のフォローアップ

肉用牛 522 陽性の場合：837
陰性の場合：215

乳用牛 372 陽性の場合：1,714
陰性の場合：   215

豚 557 923
羊 436 639

表11　家畜の健康・AWの確認に要する経費の畜種別補助単価
（単位：ポンド/畜種）

資料：DEFRA
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の黒字に対し、直接支払による収入は約３倍

の１万6700ポンド（325万円）であった。

このように、直接支払制度による一定の収入

確保の役割は大きかったと言える（図９）。

AHDBは、150ヘクタールの面積で牛・

羊を飼養する農家を例に、24年度以降、SFI

に取り組んだ場合の農家の収入シミュレー

ションを行っており、その概要と結果を図

10と表12に整理した。24年において、20

年に交付のあった直接支払と同等程度の額を

得るためにはCSで三つの取り組み（年間約

6000ポンド（118万円）の収入）、SFIで九

つの取り組み（年間約１万1000ポンド（217

万円）の収入）が必要となった。シミュレー

ションでは、これら取り組みの中には生垣の

管理など多くの農家がすでに実施し、新たに

コストをかけなくても奨励金が得られるもの

もあるが、改良草地の一部管理外や冬鳥のた

めの草地など、新たな投資による取り組みも

含まれる。

25年度以降は直接支払いの減額がさらに

進むことを考えると、収入の確保のためにも

複数のSFIに取り組み、経営を安定させる

ことが重要となる。AHDBは、SFIは数多く

の取り組み内容を網羅しており、農家が自分

の土地に適した取り組みを選択することを可

能としていると評価している。一方で、農家

が経済的な利益を得るためには取り組みの選

択を検討し、計画性を持って実施することが

必要になるとしている。また、生産性の低い

草地がSFIの実施により生産性・収益性が高

まる可能性もあるとし、いずれにしても今後

は土地の有効活用が農業経営にとってより重

要になるとしている。

穀物

基礎的支払制度による収入
農業環境制度などによる収入

農業外収入
農業収入

農業経営収入合計

耕種作物

酪農

牧畜（低地）

牧畜（不利地域）

養豚

養鶏

複合経営

園芸作物

全平均

図９　農業経営収入の内訳（2022/23年度）

資料：DEFRA
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図10　2024年以降の交付金収入のシミュレーション
（150ヘクタールの農地で牛・羊を飼養する農家）

資料：AHDB資料より著者作成
　注：�2025年度の直接支払制度による収入額は

AHDBによる見込み。
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英国の畜産業は、輸出促進・消費拡大など

を課徴金制度が担い、生産面では政府による

公的支援が担っている。

EU離脱後の農業政策は、移行期間とした

2028年に向けて依然として検討中の部分が

あるものの、直接支払を段階的に縮小・廃止

し、代替として持続可能性の取り組みに対す

る奨励金制度を拡充し、併せて生産性の向上

を狙うという野心的なものとなっている。

SFIでは具体的な取り組み内容とそれに対す

るリターンが明確となった一方、農家自身で

多くの取り組みの中から自らの土地にあった

ものを選択し、それが収益性を高めるものか

どうか検証していく必要がある。このため、

農家にとっては従前より高度な経営判断を

求められると言える。24年８月に訪問した

約70ヘクタールの牧草地で140頭ほどの肉

牛を飼養する農家では、直接支払いの減額に

対応するため、放牧地をマメ科やハーブ科の

混合草地に転換する取り組みを進めていた。

畜産物生産における持続可能性と生産性の

両立は多くの国で課題となっており、まさに

９月４日に公表されたEU農業の将来の方向

性に関する議論（戦略対話）においても、面

積に応じた直接支払から持続可能性へのイン

センティブ支払いに重点を置くよう提案が

あったところである。

今後、英国で実施されていく持続可能性へ

の転換に向けた野心的な取り組みの進捗状況

は、参考事例の一つとなると考えられる。差

し当り、新政権に移行後初となる次年度の算

案において、従前の水準の農業予算が維持さ

れるかどうか注目される。

（前田　昌宏（JETROブリュッセル））

５　おわりに

取り組み内容 単価
①

対象数量
②

コスト
③

純収入
④＝①×②－③ 備考

CSによる
収入

マメ科およびハーブ科の豊富な
草地 382ポンド/ha 10ha 0 3,820 23年から実施しているためコス

ト発生なし
改良草地における４～６mの草
地緩衝帯 235ポンド/ha 0.8ha 0 188 23年から実施しているためコス

ト発生なし

生垣の管理 13ポンド/
100ｍ（片側） 8000m 0 2,040 23年から実施しているためコス

ト発生なし
小計 − 0 6,048 

SFIによる
収入

土壌の評価、土壌有機物の検査、
土壌管理計画の作成

６ポンド/ha 
＋97ポンド 145ha 335 632 新たに取り組むため、コスト発

生

生垣の状態の評価と記録 ５ポンド/ 
100ｍ（片側） 8000m 0 800 すでに実施しているためコスト

発生なし

生垣の樹木の維持または設置 10ポンド/ 
100ｍ（両側） 8000m 0 800 すでに実施しているためコスト

発生なし
総合的有害生物管理の評価、
計画の作成 1,129ポンド − 0 1,129 すでに実施しているためコスト

発生なし
養分管理の評価、レビュー報告
書の作成 652ポンド − 0 652 すでに実施しているためコスト

発生なし

改良草地でのマメ科植物栽培 102ポンド/ha 10ha 0 1,020 クローバーがすでに栽培されて
いるためコスト発生なし

池の管理 257ポンド/池 ２池 0 514 すでに実施しているためコスト
発生なし

改良草地の一部を管理外とする
こと 333ポンド/ha 10ha 2,100 1,230 新たに取組むため、コスト発生

耕作地および園芸地における冬
鳥の餌（となる植物の栽培） 515ポンド/ha 10ha 2,800 2,350 新たに取組むため、コスト発生

追加支払い 40ポンド/ha 50ha 0 2,000 初年度のため40ポンド/ha
小計 − 5,235 11,127 

合計 17,175 

表12　2024年におけるCSとSFIによる純収入の明細

資料：AHDB資料より著者作成
　注：2025年および26年は、追加支払い以外の数値は同じとして試算


